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　去る 4 月 15 日（土）沖縄県医師会館において、
日本医師会会長松本吉郎先生の中央情勢報告講
演会を現地とオンライン LIVE 配信により開催
した。
　松本会長には医療界が抱える諸課題等につい
てその対応や方針について講演いただいた。そ
の講演内容の要旨を報告する。

中央情勢について
・岸田総理への要望
　去る 4 月 11 日、岸田総理と面会し、日本医
学会総会ご臨席並びに医療従事者の賃金その他
環境についてお願いをしてきた。岸田総理は賃
上げ 3% を実現するよう経済界等に呼び掛けて
いるが、日本の労働力人口 6,900 万人の約 12%
にあたる約 800 万人の医療・介護従事者がお
り、3% の賃上げに対して、診療報酬・介護報
酬という公定価格で運営する医療機関等には、
物価高騰、賃上げを価格に転嫁することができ

ず、対応するには十分な原資が必要である。病
院で言えば人件費比率は 60% ぐらいになって
ることが多いかと思う。仮に簡単に 60% に 3%
をかけると、1.8% ぐらい診療報酬が上がらな
いと賄えないことになる。診療報酬改定は 2 年
に 1 回、改定平均 0.4% しかプラスになってな
い。2 年に 1 回で 0.4% しか上がってないので、
1 年 1 回とすると 0.2% ぐらいしかプラスになっ
てない。今回の賃上げは非常に厳しい話である
ので、補助金や助成金等で緊急的な対応を行っ
てほしいことと、来年の 4 月のトリプル改定に
向けて、この賃上げに対応できるような十分な
原資として診療報酬を上げていただきたいこと
を要望してきた。
　その他労働環境として、医師の働き方改革に
よる各地域の医療機関に大学病院に派遣されて
いた医師の引き上げということも考えられる。
大学病院で人が回らなくなれば、とても外に出
してる余裕がなくなる。引き上げが起きると、
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特に産科医療や救急医療に影響を及ぼすととも
に大きな社会問題になることは明らかである。
法的には 2024 年 4 月からとなっているが、差
し迫っているのでしっかりと考えて対応いただ
きたい旨話した。

・医療提供体制改革に係る今後のスケジュール
　2024 年は医療提供体制の改革に関わる非常
に大切な節目の年である。第 8 次医療計画が始
まり、5 疾病 6 事業も継続、外来医療やかかり
つけ医機能の話も 2024 年から本格的にスター
トしていく。また、医師の働き方改革も時間外
の上限規制が実効的なものとして働いてくる。
現在、外来の数も減少し入院も減ってきている
ところも出てきている。2040 年には外来数と
入院数がピークに達すると言われているので、
今の国民皆保険制度を維持していくということ
が、一番の課題になる。

全世代社会保障法案
・地域における面としてのかかりつけ医機能
　今回、全世代社会保障法案が衆議院を通過し
た。各法案の抱き合わせだが、私どもの一番の
関心事はかかりつけ医機能であった。今回衆議
院を通ったので、今後参議院で審議が行われる。
これまでの流れとして骨太の方針 2022 年に「か
かりつけ機能が発揮される整備を行う」と閣議
決定された。この閣議決定は、財務省や財政審
が主張する「法制上の明確化」や「認定するな
どの制度」、「事前登録・医療情報登録」ではな
い。また、今年も骨太の方針 2023 年に色々な
問題点が入ってしまうと、それを審議しなけれ
ばならない。
　財務省はかかりつけ医を認定して、かかりつ
け医と非かかりつけ医を分断することを考えて
いる。患者さんは 1 箇所しかかかりつけ医を登
録できなくなり、そこに必ず行かないといけな
い。登録外の先生のところへ診てもらうときは
かかりつけ医を通さなければならない。フリー
アクセスを阻害して、患者さんの選択ができな
くなるようなシステムである。日本の国民はフ

リーアクセスで自分の決めた医師のところに自
由に行けるシステムになっている。医師も 1 人
だけではなくて、内科でも糖尿病や消化器を診
てくれる医師がいれば 2 人でも 3 人でも複数の
かかりつけ医を持つ患者さんは多い。かかりつ
け医を選ぶのはあくまで患者さんであり、患者
さんが選んだ医師がかかりつけ医になるという
のが日本医師会の考えである。これは先生方と
一緒に戦ってきて、今回の法案はなんとかそれ
を守りきれたと思っている。
　地域に根差した医師の活動については、私が
地元で医師会長をしていた 10 数年前から言い
続けていることで、例えば地域の時間外・救急
対応や警察業務への協力、介護保険認定審査
会、産業保健、予防接種、がん検診、市民健診
等、看護師・准看護師養成所の仕事等、自分の
医療機関以外の仕事も地域住民の健康を守るた
めに活動をしている。このような様々なことを
1 人ではできないので、医師会がコントロール
タワーになってみんなで分担して地域医療を支
えていることを医師会の存在意義と合わせて主
張してきた。今回、自民党の全世代社会保障に
関する特命委員会において、かかりつけ医機能
を有する医療機関を選択することはあくまで
も患者の選択であり、義務ではないこと、さら
に我が国医療のフリーアクセスを守り、必要な
時に迅速に必要な医療を受けられる原則が変
わらないことを前提とすべきだということが
取りまとめられたことは、我々の願いが取り入
れられた。
　かかりつけ医機能が発揮される制度整備の進
め方については、令和 5 年度に医療機能情報提
供制度が拡充され、来年からかかりつけ医機能
を報告する制度が始まる。個々の医療機関が機
能を持っていれば報告するだけなので、機能を
持ってない医療機関は報告する必要はない。県
に報告を行い、県がその地域において地域医療
構想調整会議のような形で足りない部分を考
えていく。かかりつけ医かどうかを認定するも
のではないことをはっきりさせておく必要があ
る。また、都道府県がかかりつけ医の機能につ
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いて報告を受けたものを確認することについて
行政処分ではなく、あくまで確認をするだけだ
ということになっている。
　繰り返しになるが財務省はかかりつけ医と非
かかりつけ医を分けることによって、医療費の
削減ができると思ってる。かかりつけ医でない
医療機関に行きたいときには、かかりつけ医を
通さないといけなくなり、もし直接行きたいと
きにはおそらく 2 割 3 割の自己負担分をさらに
上乗せするようなことを考えていると思う。例
えば、この前の診療報酬改定で大病院や特定機
能病院、或いは 200 床以上の地域医療支援病院
にかかる時に紹介状がないと 5,000 円だったも
のがプラス 2,000 円の 7,000 円になった。2,000
円増えた分は病院のプラスになっていない。 
2,000 円は医療保険から引かれるので病院には
同じ金額しか入ってない。つまりこれと同じ仕
組みで患者さんから多くお金を出させることを
考えてる。かかりつけ医と非かかりつけ医に関
しては非常に危険な発想である。
　これは第一歩なので財務省が諦めたわけでは
ない。かかりつけ医はあくまで国民が選ぶもの
である。国民にかかりつけ医を持つことを義務
付けたり、割当てたりすることには反対である。
1 人の医師を登録するという登録制は絶対反対、
人頭払も反対である。医師は選ばれるようなか
かりつけ医にならないといけないと考えている。

・医療法人データベースについて
　医療法人の経営状況の見える化が図られて、
医療法人の場合は経営状態を出さないといけ
ないことにはなっているが、任意の報告事項に
なっている。財務省は損益計算書等を見ていき
たいわけであるが、 1 つ 1 つの医療機関を見ら
れるようなことは阻止してきたので、全体的な
ものを掴むという程度になっている。今後もっ
と細かなデータが出せる方向で議論がされるの
で、これも非常に警戒している。

・出産育児一時金の引き上げについて
　この 4 月から出産育児一時金が 42 万円から 
50 万円に増額された。支給額の引き上げにあ
たり、出産費用の見える化が来年 4 月から実施
されるが、開始に先立って自院のホームページ
等で分娩に要する費用やサービスについて公開
に努めていただきたい。出産はこれまで病気や
疾病ではないとの理由のもと、健康保険の現物
給付ではなく、現金給付であった。保険適用に
あたり、全国一律の出産費用ができるのか。元々
保険は全国どこに行っても一律の標準的な治療
を受けられるというのが理念のため、各地域で
点数を変えることは絶対にあってはならない。
保険点数が低く抑えられることでスタッフ数の
減少等により医療安全上の課題も生じる。この
辺は非常に難しく、妊産婦検診と出産費用の切
り分けや、様々な課題がある。

新型コロナウイルス感染症への対応
　感染症法上、2 類相当から 5 類への移行が 5
月 8 日から始まる。患者や医療機関が混乱しな
いようにできる限りソフトランディングをして
いただきたいということと、補助金や診療報酬
においても急激にゼロにするのではなくて段階
をもって行っていただきたいということを岸田
総理へ要望した。
　また、5 類へ移行後の診療体制については、
4 万 2,000 の医療機関からさらに増やすという
こと、入院も約 3 千から 8 千の医療機関を増や
し、全病院でできる体制づくりを国は促してい
るが、全部の病院でコロナを診るのは実際的に
は難しいと思う。自分たちの立ち位置でできる
限りのことをしていただきたいが、入院調整は
医療機関と患者さん本人だけでは大変なので、
やはり行政の支援が必要ということを強く岸田
総理には訴えてきた。
　診療報酬上の特例の見直しについて、現行措
置で院内感染対策 300 点はほとんどの医療機
関では継続だが、発熱外来ではないところでは
147 点になる。また、在宅部分についても点数
が下がってくる。
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　感染症医療の提供について、都道府県知事は
平時に新興感染症の対応を行う医療機関と協議
を行い、感染症対応に係る協定を締結するとさ
れているが、それぞれ病院が持つ機能やキャパ
シティを超える内容で協定を結ぶわけではな
い。ここはしっかりと自分たちができる範囲内
の協定を県と話し合って結んでいただきたい。
協定が履行できない正当な場合として、病院内
で感染拡大等により医療機関内の人員が縮小し
てる場合やウイルスの性状等が協定締結時に想
定していたものと大きく異なっている場合等が
ある。
　また、みんなの安心マークについて、本来は
安心といった表現を医療機関外やホームページ
に掲げることは禁じられており、コロナの特例
的対応として認められた広告なので、5 月以降
は認められなくなる為、5 月 8 日以降、掲示終
了となる。

医療界における医療DX
　医療界における医療 DX について、日本医師
会は導入・維持の費用負担をできる限りなくし
て、業務負担が少なくならなければ、いくら安心・
安全で質の高い医療提供体制のためになったと
しても意味がないことを国に求めている。医療
DX の推進に伴う財政措置として少し点数がつ
いたので、導入の費用に使っていただきたい。
　日本医師会ではホームページメンバーズルー
ムにおいて、導入についてお困り事を広く収集
し、厚労省やオンライン資格確認推進協議会の
活動を通じて、課題解決を図ることを目的に相
談窓口を設置しているので是非情報を寄せてい
ただきたい。その他、オンライン資格確認のや
むを得ない事情に関する経過措置も掲載してい
るのでご覧いただきたい。
　マイナ保険証に対する対応として日本医師会
は、保険料を払っている国民が医療機関を受診
できないという状況があってはならないこと等
の様々な懸念があることを繰り返し言ってお
り、これについて岸田総理も理解を示している。
健康保険証に変わるようなシステムを考えてな

ければいけないと思うが、現時点でまだ詳細は
明らかになっておらず、まずはオンライン資格
確認の導入後になると思う。
　電子カルテの標準化については、なかなか進
んでいない。一般診療所は電子カルテ導入が約
5 割となっており、一般病院では約 6 割が導入
している状況である。互換性がないというのが
非常に問題になっており、多くのベンダーがい
るので、その互換性に関して進めるのは非常に
難しい。うまく標準化ができれば、情報の共有
ができ、患者さんも PHR に入ることができる
ので非常に良くはなると思うが、国から助成が
ないとできないということを繰り返し言って
いる。
　HPKI カードとした医師資格証は、是非進め
ていただきたい。ある意味マイナンバーカード
との競争にもなっている。これ 1 枚で医師資格
証として通用する。電子処方箋を発行するため
には、電子署名を行う必要があり、現時点でそ
れを満たす方法は医師資格証のみである。現在、
取得率は約 3 万 5,000 件まで増えており、カー
ドの発行が追いつかない状態である。日本医師
会の会員であれば、医師資格証の発行・更新費
は無料となっている。このことは研修の先生方
にも伝えていただきたい。一例だが、マイナン
バーカードを使って将来的に電子署名した時に
どんな問題が起きるかと言うと、医師資格証の
中には医師の資格情報しか入っていないが、マ
イナンバーカードは住民票の住所が入ってる。
従って、これを資格として使うと、患者さんに
住民票の住所がわかってしまう欠点がある。電
子処方箋導入の補助率が低いため、導入に伴う
補助金の拡充に関する要望を加藤厚生労働大臣
へ申し入れた。

医師の働き方改革
　地域医療に影響が出ないように、そして医師
の健康もしっかりと守れるような形でお願いし
たい。特に大学病院や基幹病院等の医師を派遣
してる病院には、あまり無理をしないで、960
時間以上 1,860 時間まで働けるような方策を
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取っていただき、まずは実施してもらい地域医
療に影響が出ない形をお願いしたい。大学病院
など医師を派遣してる病院で派遣できないくら
いにまで追い込まれないように、ぜひ医師会の
先生方も大学病院とよく協議をしていただきた
い。日本医師会では医療機関勤務環境評価セン
ターの指定を受けて活動を行っているが、評価
審査の申し込みは、全国で現在 59 件あり、そ
の内沖縄県は 2 件となっている。

医師会の組織力強化
　組織率が 50% を切るような状況になってい
るので、是非これは組織率を高めないといけな
い。日本医師会は医療団体を代表する唯一の団
体として認められると言っても過言ではない。
組織率が低下するとこれが揺らいでくるので、
先生方には組織率を何とか回復させるように頑
張っていただきたい。沖縄県は日医入会率を含
めて全国平均なレベルであるが、より多くの先
生が日医まで入会してもらえるようお願いした
い。日本医師会が目指す医療政策の実現に向け
て、日本医師会は医療現場の意見を踏まえて医
療政策の議論に臨んでいる。より説得力のある
議論を展開するため、より多くの先生方の現場
の意見が必要であり、より多くの先生方が医師
会活動に参画することで医師会の組織強化と発
言力の強化につながる。さらに普段から政府与
党の先生方と緊密なコミュニケーションがとて
も重要なので、約 8 か月はこの対応に充ててお
り、先生方からも後押しをお願いしたい。

　卒後 5 年目までの会費減免に関して、研修医
の先生は民間保険に比べて日医医賠責は安価と
なっているメリットがあるので、周知していた
だきたい。

ナースプラクティショナー（NP）
　医療をとりまく最近の課題として、ナース
プラクティショナー（NP）は、医師の働き方
改革に関連し、医師をサポートすることや医師
の働く時間を減らすという話ではなくなってい
る。医師の働きの代わりをするような職種を創
設しようという話になってる。今回フランスで
NP が法案を通ったが、例えば軽い病気を薬剤
師や NP が直接診ていいことになったり、腰痛
症や捻挫を理学療法士が診たりできるようにな
り、医師がいない場所でも一定のことができる。
フランスでは医師のストライキが起きたが、法
案で通ってしまったのでどうしようもない状況
である。日本においても非常に危険な発想であ
るので、新たな資格制度が本当に必要かどうか
ということを注視していきたい。

事前にいただいた質問への回答
　当講演会に際し予め松本会長へ質問をお送り
していたが、講演時間の関係上、資料掲載をもっ
て回答とした。（11 ～ 13 ページへ掲載）

　講演のあと、現地参加された先生方から松
本会長に質問が出され、その場で回答をいただ
いた。
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松本吉郎日本医師会長を囲む懇親会記念写真
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